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の独占的野党の地位と増大の予想はす〈念〈とも 19 6 0年代のはじめまで





1 9 6 0年代の後半にあらわれたとの傾向は，ニ大政党の収織といえるか
もしれなL、。つま !J. 自民党と社会党の得票の合計が， 1 9 5 8年 91 ~か
ら 69~ まで漸次低下したのである。議席の和は同じ時期K9 71'から 78 
'!JK漸次減少している。しかし，社会党の減少は，自民党のそれ（議席では
































1 9 5 0年代の総選挙（ 1 9 5 2, 5 3, 5 5, 5 8年） I'( i.＇ける社会党












たとえば，農業人口の激減である。 19 5 0-5 5年の減少率は 6・4%. 
5 5-6 0年 11・6%. 6 0-6 5年 17・5%と急テンポである。農村
や山村からニ，三男ついであとと bが．それから中高齢層の経営主までも流
出する。農家戸数では，専業農家の比率は 19 5 0年の約二分のーから 19 
6 5年には四分の－K~ る。 1 9 6 0年からは農家戸数そのものが減少しは
じめる。農業者総数K対する第一次産業人口は． 1 9 5 0年の 48・3%が
1 9 6 5年には半減した（ 2 4・7% ）。
ととから生ずるのが過疎と過密の問題である。一方では．人口が流出して
社会が成立し念〈念る。 U雌，山陽，四国の山村でまず目立ってあらわれた
が，他地域にも拡大し，ついにはヰ悔道，東北にも及ぶであろう。 19 6 0 
-6 5年に人口が 10 %以上減少した町村を過疎地帯とした計算によると．
全国で89 8町村（全国町村の25 % ），そとK住む人口は 82 5万（全人




























あげられているが， 1 9 6 7年の全国調査によると，後援会K加入している
ものは全国平均6係，七大都市で4~.中小都市と郡部でそれぞれ 6~であ
る。男 9~. 女 3~。農林漁業自営者 1 0 ~.商工サーグィス自営者 1 1 ~. 
自由業 17 ~が多い職業部門である。主婦の加入は 4~。都市化するほど加
入勧誘はさかんであるが．加入者はすく念いようである。加入の割合の多い





テレピについて， N HK受信契約数は 19 5 5年 11万2千で普及率0・9%
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から 19 6 0年には27 1万で83・2%1'C達した。テレビ・ラヂオ契約数
は 19 6 6年 19 2 4万，普及率79・8%。普及率に都市．農村の差違は
みられ念L、。ともかく．その影響力は甚大であるにちがL、左いけれども， ど
のように影響するかを調査するととはすとぶる困難である。

















さて， 1 9 6 0年の総選挙（ 1960, 63, 67, 69年｝の特徴は前







第 1表A 都市農村選挙区別政党別得票比（ 1960-69) 
自民党 社会党 両党外
1 9 6 0 5 0 ・ 4~ 3 0 ・ 8~ 1 8 ・ 8~
都市選挙区 1 9 6 3 4 6・5 3 2・0 2 1・5
( 3 6区） 1 9 6 7 3 6・4 2 7・2 3 6・4
1 9 6 9*3 9 1 9 4 2 
農村選挙区 1 9 6 0 6 6・6'Ii 2 1 ・ o~ 1 2 ・ 5~
( 1 7区） 1 9 6 3 6 2・0 2 4・5 1 3・7
1 9 6 7 6 4・7 26・8 8・5
1 9 6 9*6 4 2 2 1 5-
朝日ジャーナル． 1947, 2, 12。
1 9 6 0年11月の有権者数を基準Kして．増加のもっともはげしい36区
を都市区．有権者数が増加し念かったか減少した区を農村区としている。
争時 19 6 9年は．第 1次産業人口が 10 ~以下の選挙区（ 3 2 ）を都市区．
40~以上の選挙区（ 2 0 ）を農村区としてある。朝日新聞『自民党』 19 
7 1年， 33 0頁。
第 1表B 都市農村選挙区別政党別得票比（ 1969)
100~ 区数 自 民 社 会 ノA;¥, 明 民 社 共 産
大都市型 2 4 30・7% 18・7% 1 7・3% 13・9% 13・8%
都市型 2 5 47・5 2 1・7 1 1・7 8・4 6・7
準都市型 2 2 54・1 22・8 8・1 5・6 5・0
準農村型 2 6 52・5 23・5 7・5 5•2 4・2
農村型 2 5 62・4 2 1・4 3・5 2・1 5・4
全 園 123* 47・6 2 1・4 1 0・9 7・7 6・8
一一一一一
柚正夫編．『日：本の総選挙』毎日新聞， 1 9 7 1年. 3 8 3頁。
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美奄美群島を除〈。
(2）自民党と社会党の得票の念かで都市ー農村票の比率もまた 19 6 0年代
に変化した。つまり．都市禁は農村票に対して減少した。 ζの点で自民党と
社会党は同類の構成である（第2表）。とれに対照的念構成は他の野党にみ
られる。す左わち，得票の 40ー 50 %は大都市型選挙区からきている（第
3表）。
第2表 都市農村選挙区別政党別得票比（ 1960-69)
100% 1 9 6 3 1 9 6 9 i 1 9 6 0 1 9 6 7 
一
大都市型I2 4・6% 2 6・6% 2 9・6% 2 9・8%
有 都市型； 2 1・6 2 2・0 2 2・8 2 3・4
権 準都市型l1 8・1 1 7・5 1 6・5 1 6・5者
数 準農村型 i1 9・5 1 8・1 1 7・2 1 6・9
農村型 1 6・4 1 5・5 1 4・1 1 3・4
大都市型 1 6・9% 1 7・3% 1 6・5% 1 5・9%
自 都市型 2 1・5 2 1・6 2 2・1 2 3・4
民
党 準都市型 1 9・8 1 9・5 2 0・2 2 0・1
得
フEヲEマ 準農村型 2 1・4 2 2・5 2 1・5 2 0・8
農村型 2 0・4 I 1 9・5 1 9・7 1 9・8
大都市型 24・6%:25・6% 2 4・6% 2 1・4%
社 都市型 2 2・5 ' 2 2・2 2 2・7 2 3・8
会
党 準都市型 1 8・1 1 8・1 1 8・2 1 8・8
得
票 準農村裂 2 0・2 1 9・？ 1 9・9 2 0・8
農村型 1 4・8 1 4・6 1 5・2I 1 4・2
' L司－－－－ ’ー ←ー F ？ー 一ー一ー 戸ー ーー ーー －－－
柚正夫編， 『日本の総選挙』 19 7 1年， 388, 389, 390頁の表。
??
第3表公明，民社，共産党都市農村選挙区別得票構成
100 ~ 公明 民社 共産
大都市型 4 3・6% 44・7% 5 0・2%
都市型 25・4 2 5・6 2 2・8
準都市型 1 3・0 1 3・0 7・8
準農村型 1 3・1 1 2・6 1 1・6
農村型 4・9 4・1 7・6
柚正夫編．『日本の総選挙』 19 7 1年， 38 4頁。
（追記） ζの調査はまだ終了していなL、。上記の根拠と念る資料の大部分
は，小著『現代日本の政治体制』 19 6 9年，岩波書店K収録されている。
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